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研究ノート

アメリカ合衆国における雇用構造と 
男女間賃金格差の動向

　公民権法第７編成立以降、今日までを対象に　

松島　徹

Trends in Occupational Segregation by Sex, and the Pay Gap between  

Men and Women from the Passage of Title Ⅶ of the Civil Rights Act  

in 1964 Until Today in the United States of America

Toru Matsushima

１．はじめに

　アメリカ合衆国において、女性労働者が労働市場に本格的に進出したのは、1920 年前

後と思われる。都市化により新しい工業都市や商業都市が登場し、多様な職種で構成され

た労働市場が新しく創出された。女性労働者は従来の工場労働者から事務職、サービス

職、販売職等の新しい職種に進出した。表 1 で示すとおり、1964年の女性の雇用者数は

23,786 千人（雇用者率 34.6％）であったが、2009 年末現在では 66,208 千人（同 54.4％）

である。女性の場合、45年間で雇用者数は178％増加し、雇用者率は19.8％上昇している。

男性の場合、1964年の雇用者数は44,730千人（同69.0％）であったが、2009年末現在の

雇用者数は 73,670 千人（同 64.5％）である。すなわち男性の場合、45 年間で雇用者数は

64.7％増加したが、雇用者率は4.5％減少している。

　公民権法第 7 編の成立以降、女性労働者の労働市場への進出は、目覚ましいもので

あったことが分かる。アメリカ合衆国労働省労働統計局のNews Release（April. 15, 2010）

によると、2009年末現在、フルタイム労働者の女性の平均賃金の中央値は649ドルで、男

性の平均賃金823ドルを100とした場合、女性は78.9であり、男女間賃金格差は存在する。

　1963年には、男女の同一賃金を保障する同一賃金法が成立し、翌 1964年には雇用にお

ける男女平等を保障する公民権法第7編が成立して、政府は独立行政機関の雇用機会均等

委員会を通じて、男女間賃金格差の解消に積極的に取り組んできた。しかし現在において

も依然として男女間賃金格差は存在しているといえる。

　本稿では、公民権法第 7 編が成立した1964年以降、今日までの労働市場における女性

雇用者の動向、特に雇用構造における性別職種分離と男女間賃金格差の実態を分析し、そ

れを通して男女間賃金格差の要因について検討するものである。
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アメリカ合衆国における雇用構造と男女間賃金格差の動向 

２．男女別・既婚 /シングル別労働力人口の動向

　１）男女別の動向

　1964年以降、2009年までの16歳以上の総人口に占める労働力人口の動向は、表 1 で示

すとおりである。1964年以降45年間で、労働力人口は78,589千人増加しておよそ 2 倍と

なり、労働力率も1964年の54.5％から2009年の65.4％と10.9％増加した。男女別でみる

と、男性の労働力人口は34,712千人増加して1.7倍となった。労働力率は1964年の73.2％

から2009年の72.0％へと1.2％減少した。女性の労働力人口は46,620千人増加して2.8倍

となった。労働力率も1964年の37.0％から2009年の59.2％へと22.2％増加した。男性の

労働力率は減少したが、逆に女性の労働力率は大幅に増加している。

　また、1964年以降、2009年までの16才以上の総人口に占める雇用者数をみると、45年

間で、雇用者数は71,361千人増加しておよそ 2 倍となった。雇用率は1964年の51.3 %か

ら 2009 年の 59.3％に 8.0 ％増加している。男女別でみると、男性の場合、雇用者数は

28,940 千人増加して 1.6 倍になったが、雇用率は 1964 年の 69.0% から 2009 年の 64.5% に

4.5％減少している。女性の場合、雇用者数は 42,422 千人増加して 2.8 倍になり、雇用率

も 1964 年の 34.6% から 2009 年の 54.4％に 19.8％増加している。1964 年以降、男性の雇

用率は減少する一方で、女性の雇用率は労働市場への積極的な進出により大幅に増加して

いる。

（単位：千人、％）

年度 総人口 比率計 労働力人口 労働力率 雇用者数 雇用者率

1964 年計 133,519 100.0 75,553 54.5 68517 51.3

男 64,781 100.0 47,411 73.2 44,730 69.0 

女 68,738 100.0 25,399 37.0 23,786 34.6

1970 年計 137,085 100.0 82,711 60.4 78,678 57.5

男 64,304 100.0 51,228 79.7 48,990 76.2

女 72,782 100.0 31,543 43.3 29,688 40.8

1980 年計 167,745 100.0 106,940 63.8 99,303 59.9

男 79,398 100.0 61,453 77.4 57,186 72.0 

女 88,348 100.0 45,487 51.5 42,117 47.7

1990 年計 189,164 100.0 125,840 66.5 118,793 63.0 

男 90,377 100.0 69,011 76.4 65,104 72.5

女 98,787 100.0 56,829 57.5 53,689 54.3

2000 年計 212,577 100.0 142,583 67.1 136,891 64.3

男 101,964 100.0 76,280 74.8 73,305 71.9

女 110,613 100.0 66,303 59.9 63,586 57.5

2009 年計 235,801 100.0 154,142 65.4 139,878 59.3 

男 114,136 100.0 82,123 72.0 73,670 64.5 

女 121,665 100.0 72,019 59.2 66,208 54.4 

注記：16 歳以上人口

出所：1964 年は U.S. Dept. of Labor, Bureau of Labor Statistic, Special Report, No.50.
1970~2009 年は U.S. Dept. of Labor, Bureau of Labor Statistic, Current Survey Report. http://www.bls.gov/cps/
tables.htm#annual (2010/7/20) から作成

表 1 　労働力人口と雇用者数の推移（1964～2009）
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　２）婚姻関係でみた女性労働力人口と労働力率

　1960年～2008年の女性労働力人口を婚姻関係に焦点をあててみると、表 2 のようにな

る。シングルは、1960 年の 5,410 千人が 2008 年には 20,231 千人（3.7 倍）、有配偶は同じ

く 12,893 千人から 37,194 千人（2.9 倍）、その他は 4,937 千人から 14,432 千人（2.9 倍）に

増加した。また女性労働力率の婚姻関係をみると、シングルは 1960年の58.6％から2008

年の 65.3％に増加し、有配偶は同じく 31.9％から 61.4％へ増加し、その他は 41.6％から

49.2％に増加した。1960 年以降 48 年間の女性労働力人口と女性労働力率は、シングル、

有配偶およびその他いずれも大きく増加している。特に目立つのは、有配偶の労働力率が

29.5％と大きく増加したことである。

３．雇用構造における男女間賃金格差問題

　１）性別にみた職種構成と賃金格差

　1960年以降2009年までの男女の職種別構成は、表 3 で示すとおりである。女性の場合

は、1970 年以降、全職種に占める経営・管理職（経営管理、財務管理、人事管理、教育

管理、保健管理、経営補佐等）、専門職、サービス職の 3 職種の比率が上がっている。男

性の場合は、全職種に占める経営・管理職、専門職、販売職、サービス職の 4 職種の比

率が上がっている。すなわち男女とも経営・管理職、専門職の全職種に占める比率は上

がっている。 特に女性の場合は、 経営・ 管理職と専門職の比率は、1960 年の 3.6％、

12.5％から2009年にはそれぞれ16.3％、28.2％に上がっている。しかし女性による経営・

管理職や専門職への目覚ましい進出も、それらの職務内容は補助的職種が多く、同じ経

営・管理職や専門職でも男女間賃金格差は存在する。

　女性の進出が目覚ましい経営・管理職、専門職、およびサービス職の1970年と2009年

の男性と女性の賃金（1970年は年収中央値、2009年は週給中央値）は、表 3 で示す通り

である。1970年は、経営・管理職が男性は11,277ドル、女性は5,495ドルで男女間賃金格

差は 5,782 ドル（51.3％）である。専門職が男性は 10,735 ドル、女性は 6,034 ドルで同格

（単位：千人、％）

年
女性労働力人口 女性労働力率 シング

ル比率
有配偶
比率

その他
比率計 シングル 有配偶 その他 計 シングル 有配偶 その他

1960 23,240 5,410 12,893 4,937 37.7 58.6 31.9 41.6 23.3 55.5 21.2

1965 26,200 5,976 14,829 5,396 39.3 54.5 34.9 40.7 22.8 56.6 20.6

1970 31,543 7,265 18,475 5,804 43.3 56.8 40.5 40.3 23.0 58.6 18.4

1980 45,487 11,865 24,980 8,643 51.5 64.4 49.9 43.6 26.1 54.9 19.0 

1990 56,829 14,612 30,901 11,315 57.5 66.7 58.4 47.2 25.7 54.4 19.9

2000 66,303 17,849 35,146 13,308 59.9 68.9 61.1 49.0 26.9 53.1 20.0 

2008 71,767 20,231 37,194 14,432 59.5 65.3 61.4 49.2 28.2 51.8 20.0 

注記：その他は離婚、死別を含む。

出所：1960 ～ 1990 年は U.S. Census Bureau, Statistical Absract
　　　 2000 年と 2008 年は U.S. Bureau of Labor Statistics, Women in Labor Force: A Databook

表 2 　既婚・シングル別の女性労働力人口の推移（1960～2008）
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（単位：千人、ドル）

職種

男性

雇用者数 賃金
1）

1960 年 1970 年 1982 年 1990 年 2000 年 2009 年 指数
２） 1960 年 1970 年 1982 年 1990 年 2000 年 2009 年 指数

２）

男性計 45,686 49,455 42,279 49,564 56,273 55,108 120.6 4,621 7,610 371 819 646 819 220.7 

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) － － － － － － － －

経営・管理職 4,695 5,386 5,595 6,389 8,142 8,635 183.9 6,664 11,277 507 740 1,014 1,334 263.1 

(10.3) (10.9) (13.2) (12.9) (14.0) (15.7) － － － － － － － －

専門職 4542 6917 4992 5866 7733 8217 180.9 6,619 10,735 342 719 977 1191 348.2 

(9.9) (14.0) (11.8) (11.8) (13.7) (14.9) － － － － － － － －

技術関連職 － － 2387 1762 1882 2076 － － － 450 567 761 1318 292.9 

－ － (5.6) (3.5) (3.3) (3.8) － － － － － － － －

販売職 3,064 3,378 2,416 4,692 5,583 5,281 172.3 4,987 8,451 383 502 684 737 192.4 

(6.7) (6.8) (5.7) (9.5) (9.9) (9.6) － － － － － － － －

事務職 3,120 3,748 2,997 3,224 3,363 3,765 120.7 4,785 7,265 347 436 563 657 189.3 

(6.8) (7.6) (7.1) (6.5) (6.0) (6.8) － － － － － － － －

サービス職 2,745 4,010 3,518 4,602 5,284 7,113 259.1 3,310 5,100 246 317 414 524 213.0 

(6.1) (8.1) (8.3) (9.3) (9.4) (12.9) － － － － － － － －

機器関連職 18,754 20,319 19,678 21,723 22,912 19,451 84.1 9,476 6,903 472 375 557 644 136.4 

(41.0) (41.1) (46.5) (43.8) (40.7) (35.3) － － － － － － － －

農業・農林職 1,289 2,257 680 1,306 1,374 572 44.4 1,066 4,822 174 261 349 428 245.9 

(2.8) (4.6) (1.6) (2.7) (3.0) (1.0) － － － － － － － －

その他職 7487 3440 － － － － － 2094 698 － － － － －

(16.4) (6.9) － － － － － － － － － － － －

職種

女性

雇用者数 賃金
1）

1960 年 1970 年 1982 年 1990 年 2000 年 2009 年 指数
２） 1960 年 1970 年 1982 年 1990 年 2000 年 2009 年 指数

２）

女性計 22,303 30,347 28,267 36,238 43,644 44,712 200.5 3,625 3,649 211 510 491 657 311.4

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) － 72.6 48.0 56.9 62.3 76.0 80.2 －

経営・管理職 794 1,077 2,313 4758 7266 7244 912.3 3,355 5,495 309 484 686 955 309.1 

(3.6) (3.5) (8.2) (13.1) (16.7) (16.3) － 50.3 48.7 60.9 65.4 67.7 71.6 －

専門職 2,792 4,644 5,001 5,816 8,354 12,587 450.8 3,625 6,034 342 534 725 880 233.9 

(12.5) (15.3) (17.7) (16.0) (19.2) (28.2) － 54.8 56.2 100.0 74.3 74.7 73.9 －

技術関連職 － － 604 1,476 1,769 321 － － － 361 417 541 1,061 293.9 

－ － (2.1) (4.1) (4.1) (0.7) － － － 80.2 73.5 71.1 80.5 －

販売職 1,746 2,347 1,227 3,554 4,550 4,209 260.5 1,498 2,338 212 290 407 590 278.3 

(7.8) (7.7) (4.3) (10.4) (10.4) (9.4) － 30.0 27.7 55.4 57.8 59.5 80.1 －

事務職 6,497 10,461 10,848 11,260 11,105 10,249 170.9 3,017 4,232 236 332 449 602 255.1 

(29.1) (34.5) (38.4) (25.5) (25.5) (22.9) － 63.1 58.3 68.0 76.1 79.8 91.6 －

サービス職 3,020 5,037 3,493 4,577 5,646 7,187 240.0 1,355 2,320 180 230 374 418 232.2 

(13.5) (16.6) (12.4) (13.0) (13.0) (16.1) － 40.9 45.5 73.2 72.6 90.3 100.9 －

機器関連職 3,880 4,546 4,433 4,622 4,662 2,780 71.6 5,246 6,209 460 572 398 472 102.6 

(17.4) (15.0) (15.7) (10.7) (10.7) (6.2) － 55.4 89.9 97.5 152.5 71.5 73.3 －

農業・農林職 269 245 348 175 242 135 80.0 1,289 1,682 174 210 294 372 213.8 

(1.2) (0.8) (1.2) (0.4) (0.4) (0.2) － 120.9 34.9 100.0 80.5 84.2 86.9 －

その他職 3,305 2,080 － － － － － 1,395 1,987 － － － － －

(14.9) (6.6) － － － － － 66.6 284.7 － － － － －

注記：１）賃金の 1960 年は 1959 年の年収中央値、1970 年は 1969 年の年収中央値、1982 ～ 2009 年は週給中央値である。

　　　２） 雇用者数の 2009 年の指数は 1960 年を 100 としたものである。賃金の 2009 年の指数は 1982 年を 100 としたものである。

　　　３） 女性の賃金欄の指数は同一年・同一職種の男性の賃金を 100 とした指数である。男性の該当欄の 100 は省略した。

出所：1960 年は U.S. Dept. of Labor, Bureau of Labor Statistics, U.S. Census of Population: 1960, Vol.1.
1970 年は U.S. Bureau of Census, Detailed Characteristic, Final Report PC (1).
1982 年は U.S. Bureau of Labor Statistics, The Differences in Weekly Earning.
1990 年は U.S. Dept. of Labor Statistics, Bulletin, 2307.
2000 年は U.S. Dept. of Labor Statistics, Bulletin, Report 952.
2009 年は U.S. Labor Statistics Bureau, Household Data Annual Averages. http://www.bls.gov/cps/cps_aa2009.htm （2010.4.17）から作成

表 3 　男女別・職業別フルタイム雇用者および賃金の推移（1960～2009）
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差は4,701ドル（43.8％）である。サービス職が男性は5,100ドル、女性は2,320ドルで同

格差は 2,780 ドル（54.5％）である。2009 年は、経営・管理職が男性は 1,334 ドル、女性

は955ドルで同格差は379ドル（28.4％）である。専門職が男性は1,191ドル、女性は880

ドルで同格差は 311ドル（26.1％）である。サービス職が男性は 524ドル、女性は 418ド

ルで同格差は 106 ドル（20.2％）である。男女間賃金格差を全職種でみると、1970 年の

52.0％から2009年の19.8％へと男女間賃金格差は32.2％大幅に縮小している。

　女性による高賃金職種である経営・管理職や専門職やその他の職種への進出は、男女間

賃金格差の縮小に寄与しているといえる。一方表 3 で示す通り、同職種で存在する男女

間賃金格差は、全体での男女間賃金格差縮小の足枷になっているといえる。

　２）性別職種分離の構造

　すでに述べたとおり、公民権法第 7 編成立以降2009年まで、女性による労働市場への

進出は目覚ましいものがあるが、雇用構造をみると依然として女性職と男性職は存在して

いる。女性職と男性職について、雇用数が多い順に上位 10職種の動向をみると、表 4 に

て示すとおりである。女性職上位10職種が女性の雇用者総数に占める比率は、1960年の

30.5％から2009年の27.5％に減少している。

　女性職の雇用者数をみると、1960年以降2009年までは、秘書、教員、看護師が女性職

の上位職種であることに変化はみられない。

　一方男性の場合は、表 5 で示すとおりである。男性の雇用者総数に占める男性職上位

10職種の比率は、1960年の17.1％から2009年の18.9％まで大きな変化はみられない。雇

用者数の多い順位でみると、男性職の上位職種は、1960年代は経営・管理職の他、大工、

建設労働者、工場の機械工や電気工等の伝統的な職種が上位を占めていたが、1970 年以

降は情報テクノロジ－（IT）による新しい産業の発展により、エンジニアのようなコン

ピューター関連の職種が新しい男性職として登場している。

　このように、2009 年末現在、女性雇用者総数に占める女性職従事者の比率は、男性職

従事者に較べて高い。しかし雇用構造の中に男性職と女性職が組み込まれている性別職種

分離の構造の実態は1960年以降2009年末現在まで変化していないといえる。

　３）女性職・男性職の賃金動向と格差

　女性職と男性職（雇用者数の多い順での上位 10 職種）の上位 10 職種 1960 年から 2009

年に至る平均賃金は表 4 および表 5 で示す通りである。また表 6 で示すとおり、1960年

の女性職の平均賃金は、2,847ドル、男性は5,452ドルで格差は2,605ドルである。すなわ

ち男性の賃金を 100 とした場合の女性の賃金指数は 52 である。2009 年は、女性職が 718

ドルで男性職は1,111ドル、格差は393ドル、女性職の平均賃金指数は男性職の65である。

このように1960年以降、女性職と男性職の上位10職種の平均賃金格差は縮小しているが、

2009年末現在でも、女性職の平均賃金は男性職の同平均賃金を下回っている。
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アメリカ合衆国における雇用構造と男女間賃金格差の動向 
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アメリカ合衆国における雇用構造と男女間賃金格差の動向 

　上述のとおり、雇用構造における男女間賃金格差の要因について検討した結果は次の通

りである。 1 ）「性別にみた職種構成と賃金格差」で、女性雇用者の目覚ましい進出によ

り、男女間賃金格差が縮小したが、同職種で存在する男女間賃金格差の存在する実態、

2 ）「性別職種分離の構造」では、女性雇用者の女性職従事者の比率は30％弱で、男性職

に従事する男性雇用者比率の20％弱より高い実態、さらに 3 ）「女性職・男性職の賃金動

向と格差」では、女性職の上位10職種の平均賃金は、男性職の平均賃金の50～65％であ

る実態が明らかになった。よって 1 ）～ 3 ）において検討した実態が、男女間賃金格差

の主要な形成要因と考えられる。

４．おわりに

　雇用における一切の男女差別を禁じた公民権法第 7 編が成立し、1964年以降今日まで、

女性の雇用は拡大した。また女性による経営・管理職および専門職への参入も増加し、男

女間賃金格差は年々縮小してきた。しかし、今日でも依然として男女間賃金格差は存在す

るのが実態である。男女間賃金格差が解消されない要因について、1964 年以降、今日ま

での労働市場における性別職種分離と男女間賃金格差の動向を中心に検討した。

　またアメリカ合衆国では、日本と同じく団塊世代が公的年金の受給を開始する年代に

なった。連邦政府は、現行公的年金制度の維持のため、公的年金の受給開始年齢を 1943

～1954 年生まれ世代は 66 歳、1960 年以降生まれ世代は 67 歳に現行法を改正した。公的

年金の受給開始年齢の改正は、公的年金制度を支える雇用制度にも影響を与えると思われ

る。合衆国労働省統計局の「労働力人口調査」によると、2005年の65歳以上の雇用者総

数は、5,095千人（男性2,857千人、女性2,238千人）であったが、2009年の雇用者総数は、

6,114 千人、（男性 3,357 千人、女性 2,757 千人）に増加している。社会保障制度の改革に

合わせて、男女とも 65 歳以上の雇用者が増加する傾向がみられる。アメリカ合衆国にお

いては、65 歳以上の高齢者の雇用増加は、伝統的な男性稼ぎ主世帯を優遇する社会保障

制度と雇用制度を変革させる時代の到来を示していると思われる。本稿で検討した雇用構

造における性別職種分離と男女間賃金格差の実態については、引き続いてさらに深く検討

（単位：ドル）

1960 年 1970 年 1982 年 2000 年 2009 年

女性職 2,847 4,463 262 561 718

男性職 5,452 9,570 459 859 1,111

男性職 100 の女性職の指数 52 47 57 65 65
注記：1960 年と 1970 年の賃金は年収中央値。1982 ～ 2009 年は週給中央値。

資料：1960 年は U.S. Dept. of Labor, Bureau of Labor Statistics, U.S. Census of Population: 1960, Vol.1.
1970 年は U.S. Bureau of Census, U.S. Census of Population: 1970.
1982年はEmployment and Unemployment Statistics of Labor Statistics, Investigating the Differences in weekly 
Earnings of Women and Men.
2000 年と 2009 年は U.S. Dept. of Labor, Bureau of Labor Statistics, Highlights of Women’s Earnings in 2000 and 
2009 から作成

表 6 　女性職・男性職の賃金格差（1960～2009）
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する必要がある。さらに今後の研究課題は、社会保障制度の制度改革による雇用動向の変

化、世帯主別の属性別の所得と税法の改革等が男女間賃金格差に与える影響について統計

的分析研究を深めることであると考えている。
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